
- 1 - 

世界に誇る「人材立国」の構築に向けて（提言） 
 

平成 25 年 5 月 28 日 

公明党 学生局 

 

 

昨年ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）が公表した調査結果によると、日本の教育への

公的支出は、比較可能な加盟国中で３年連続の最下位となり、特に高等教育に関す

る支出が低位に留まっている。しかし、様々な分野における世界規模での競争が激

しさを増す中、公明党学生局は、世界に誇る「人材立国」の構築をめざし、学生に対

する“投資”を拡充すべきと考え議論を重ねてきた。 

 この度、「学生のキャリア形成に関する意識調査」を全国で実施し、キャリア・ビジョ

ン、資格取得、インターンシップ、留学の４項目について、３６１０人から回答を頂いた。

標本調査による結果を踏まえ、一人一人が実りある学生生活を送り、確かな実力を

身につけることができるよう、本提言を取りまとめ、以下の施策を提案する。 

 

１．学びやすい環境整備の推進 

（１）奨学金制度の更なる充実 

○大学生等が経済的な理由から教育を受ける機会が奪われることのないよう、給付

型奨学金の創設をはじめ、無利子奨学金や所得連動返済型奨学金の拡充など、奨

学金制度の更なる充実に取り組むべきである。 

 

○日本学生支援機構の奨学金は、延滞した場合に利率が１０％まで上がることとなっ

ている。これまで厳しい経済状況のもと、返したくても返せなかった方々が、今後、円

滑に返済することができるよう、延滞利率の見直しを行うべきである。 

 

（２）就職活動の早期化・長期化の是正 

○就職活動が早期化・長期化している状況を是正し、学生が大学等での学業や資

格取得、ボランティア活動などに取り組む時間を確保するために、就職活動時期を

遅らせることは重要である。その際、早い段階からキャリア教育の充実を図るなど十

分な環境整備に取り組むべきである。 

 

○特に、就活時期の後ろ倒しにより、学生が中小企業に目を向ける時期が遅れること

で、就職者数の減少が懸念されている。政府においては、中小企業の魅力発信や、

マッチング支援の強化を図るべきである。 

 

○また、卒業までに就職できなかった既卒者が、卒業後も希望をもって就職活動を

行えるよう支援の充実が必要である。既卒３年以内の者が新卒扱いで応募できるよう、

企業等に更に周知するとともに、既卒者を対象とするインターンシップやトライアル雇

用等の各種支援の拡充を図るべきである。 
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（３）メンタルヘルス支援 

○学生のメンタルヘルスの向上を図るため、メンタルヘルス研修会の充実など、各大

学における支援を推進すべきである。 

 

○特に、就職活動による学生の心理的負担を軽減するために、就活で悩む学生に

対するカウンセリングの実施等を推進すべきである。 

 

（４）柔軟な単位認定制度の充実 

○他大学等で履修した科目を、所属する大学の単位として認定する「授業単位互換

制度」の推進など、学生が本当に学びたい内容を学ぶことが出来るよう、一層の環境

整備に取り組むべきである。 

 

○また、ボランティア、インターンシップ、資格取得など、学外活動に対する単位認定

を推進し、より柔軟な単位認定の構築を図るべきである。 

 

２．キャリア形成支援の強化 

（１）資格取得支援の推進 

○資格取得を目指す学生に対して、学内講座の設置等を支援し、資格取得に係る

時間や経済的負担の軽減を図るべきである。 

 

○資格取得など、学生の実力の適切な評価を図り、大学等における資格の単位認

定を推進すべきである。 

 

○資格取得に関する相談窓口の開設など、意欲ある学生が行動に移すことができる

よう、支援体制の充実を図るべきである。 

 

（２）インターンシップ支援の拡充 

○インターンシップの制度について、分かりにくいという学生は少なくない。党の意識

調査でも、「インターンシップに参加したい」という学生のうち、制度をよく理解できて

いないという学生は約６割にも上っており、大学等における相談体制の充実や、情報

提供の強化を図るべきである。 

 

○「インターンシップの導入と運用のための手引き」を更新し、その配布を通じて、実

施に当たり注意すべき事項等の周知に努め、学生・企業等がインターンシップを利

用し易い環境整備を推進すべきである。 

 

○インターンシップの質的・量的な拡充を目指し、国内外でのインターンシップの実

施や、各大学におけるインターンシップの単位化を推進すべきである。 
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○中小企業へのインターンシップを支援する事業について、対象者を大学等の３年

生以下まで拡大することや、受入先企業の開拓、学生への紹介機能の強化を推進

すべきである。 

 

（３）キャリア教育の充実 

○学生と企業とのミスマッチ解消のためにも、地域の企業と大学等との連携により、

社会的ニーズや産業界のニーズに応じた教育改善・充実体制の整備を推進すべき

である。 

 

○今後、成長が見込まれる分野等において、中核的な役割を担う専門人材を養成

するために、人材養成システムの構築を推進するべきである。 

 

○学生が社会で通用する実力をつけることができるよう、学生の考える力を評価・育

成する授業の充実をめざし、大学等における問題解決型授業(ＰＢＬ：Problem Based 

Learning)等の実施を推進すべきである。 

 

○学生のキャリア・ビジョンや職業観の涵養を図るため、ビジネス界のトップリーダー

による講義等の機会の充実など、各大学の特色あるキャリア教育等の取り組みを推

進すべきである。 

 

３．グローバル人材の拡大 

（１）日本人留学生の倍増 

○グローバル人材の拡大を目指し、日本から海外へ留学する学生の倍増を目標に、

必要な環境整備を推進すべきである。 

 

（２）情報提供の強化 

○学生の留学意識を向上させるために、経験者の話を聞く機会を充実させるなど、

留学について考える機会の充実を図るべきである。また、留学に関する情報にアクセ

スし易いよう環境整備を進め、日本学生支援機構による留学相談業務の再開や、各

大学を通した情報提供体制の強化などに取り組むべきである。 

 

（３）公的留学制度の拡充 

○留学を希望するも経済的な負担を抱える学生が少なくないため、給付型の留学奨

学金対象枠の大幅な拡大、外国政府等の奨学金による海外留学の円滑実施など、

公的留学制度の抜本的な拡充を図るべきである。 

 

（４）留学先でのサポート体制 

○海外に留学中の学生が安全・安心に学ぶことができるよう、留学先での生活を支

援するサポート体制を充実させるべきである。 
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（５）交換留学の推進 

○留学先で取得した単位の認定など、学生の海外留学がより円滑に行われるよう、

国内の大学と海外の大学との交換留学や単位互換を推進すべきである。 

 

(６）ギャップイヤーの導入 

○留学による就職時期への影響等の緩和を図り、海外や国内の一部の大学で実施

されているギャップイヤー（ギャップターム）制度の導入を推進すべきである。 

 

（７）多様な選考機会の確保 

○留学による就職活動等への影響を緩和し、留学生の円滑な就職活動を推進する

ために、春季一括採用を基本としつつも、秋季採用や通年採用など多様な選考機会

の確保を図るべきである。 

 

（８）外国語教育の強化 

○語学力の不安から留学に踏み切れない学生が少なくないことから、外国語教育の

強化を図るために、海外派遣を含めた教員研修の実施、大学における外国人教員

の増員、外国語による授業の増加などに取り組むべきである。 


